
日ノ出町２丁目地区の都市計画変更について

1 都市計画の現状 都市再生特別地区 平成１６年１０月２２日 岐阜県告示第826号

種類
面積
(ha)

建築物その他の
工作物の誘導
すべき用途

建築物の
容積率の
最高限度

建築物の
容積率の
最低限度

建築物の
建ぺい率の

最高限度(※)

建築物の
建築面積の

最低限度(㎡)

建築物の
高さの

最高限度(m)
備考

都市再生特別地区
(日ノ出町２丁目地区)

約0.59 － 100/10 80/10 8/10 1,000 56.4

※建築物の建ぺい率の最高限度は、建築基準法第53条第3項第1号又は第2号のいずれかに該当する
建築物にあっては1/10、同項第1号及び第2号のいずれにも該当する建築物または同条第5項第1号に
該当する建築物については2/10を加えた数値とする。

平和ビル(旧岐阜髙島屋) と都市計画の変遷

商業地域

用途地域 ：商業地域

建ぺい率／容積率：80％／800％

その他の地域地区：駐車場整備地区

防火地域 ：防火地域

都市再生特別地区：日ノ出町２丁目地区

柳ケ瀬グラッスル３５
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柳ケ瀬広場
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現 況 土 地 利 用 規 制 状 況

昭和50年11月
柳ヶ瀬地区第一種市街地再開発事業、
高度利用地区の都市計画決定

昭和52年9月 岐阜髙島屋開店

平成17年10月 岐阜髙島屋リニューアルオープン

令和6年7月 岐阜髙島屋閉店

平成16年8月
建物所有者より都市再生特別地区の
提案書が提出

平成16年10月
都市再生特別地区(日ノ出町２丁目地区)
都市計画決定

平成15年7月
岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域
都市再生緊急整備地域 指定

2 都市計画変更（案）の概要

変 更 前

都 市 再 生 特 別 地 区

用途地域 容積率/建ぺい率

変 更 後

日ノ出町2丁目地区

商業地域   800/80

廃止

商業地域   600/80

岐阜駅

変更箇所
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■ 都市再生特別地区 → 廃止

80
800

■ 用途地域

商業地域

80
600

商業地域

計画図(新旧対照図)

変更する都市計画の概要

変更（廃止）理由

本地区では、昭和50年に土地の合理的かつ健全な高度利用を図るため、柳ヶ瀬地区第一種市街地再開発事業及び高度利用

地区の都市計画決定とあわせて、商業地域における容積率を600％以下から800％以下へ緩和する変更を行った。これにより、

昭和52年に大型商業施設の再開発事業が実施された。さらに、平成16年には、柳ヶ瀬通周辺地域における商業機能の強化

及びにぎわいの創出を目的として、都市再生特別地区（日ノ出町２丁目地区）が都市計画決定され、公開空地の再編や大型

商業施設のリニューアル等を通じて、更なる中心市街地の活性化及び都市再生に寄与してきた。

しかし、人口減少や消費行動の多様化等による社会経済情勢の変化に加え、地区の前提となっていた大型商業施設が

令和６年７月に閉店し取り壊されるなど、本地区では当初の事業目的及び土地利用の前提条件から大きく様変わりしている。

一方、本地区では、中心市街地の活性化に向けた新たな土地利用の検討が進められていることから、柔軟な土地利用を可能とするため、

都市再生特別地区（日ノ出町２丁目地区）の廃止および本地区における商業地域の容積率を800％以下から600％以下へ変更が必要となった。

位 置 図

高度利用地区の廃止

用途地域の変更  600%→800％
 容積率878％（総合設計制度を採用）

大型商業施設（旧岐阜髙島屋） 大型商業施設（旧岐阜髙島屋）②①

②

①

■土地利用■拠点

○岐阜駅周辺～柳ケ瀬～つかさのまち

都心拠点
周辺住宅地区

産業・流通地区

郊外住宅地区

都心商業地区

地域商業地区

沿道地区

工業地区

農業地区

■軸
都市計画道路

幹線・環状バス コミュニティ交通

■都市施設など

主要な公園・緑地 河川

岐阜市都市計画マスタープラン
（地域別構想 中央部）

変更箇所

現 況 図

80
500

令和8年9月 平和ビル(旧岐阜髙島屋)取り壊し着工



【問合せ先】 岐阜市役所 都市建設部 都市計画課 土地利用計画係

〒50０-8701 岐阜市司町40番地1（本庁舎１５階）

 電話 058-265-3906 FAX 058-214-2381

【用途地域とは】
健全で快適な都市づくりのため、住宅地、商業地、工業地などの地域に区分し、地域ごとに建築できる

建築物の種類（住宅、店舗、工場など）及び建築物の規模（建ぺい率、容積率等）を定めるものです。

＜用途地域制度の変遷＞

現行の用途地域制度は、昭和43年に施行された都市計画法により、8種類の用途地域と地域ごとに建ぺい率

及び容積率等を指定するものとして創設され、その後の法改正によって平成4年に12種類、平成30年に13種類

となりました。

＜岐阜市の用途地域制度の変更経緯＞

本市の用途地域については、昭和43年から昭和48年までは、旧都市計画法に基づいて、4種の用途地域が

指定されていました。昭和48年に8種類の用途地域を指定した後、平成8年には12種類の用途地域へ見直し、

その後も土地利用の状況等に応じて変更を行ってきました。

建築物の制限

該当用途

4 今後のスケジュール
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令和9年
5月(上旬)
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